
参議院の合区の早期解消に関する特別決議

　去る７月 10 日、憲政史上初めて合区による参議院選挙が実施
された。
　合区については、地域が抱えている課題など様々な情報が国会
に届かない恐れがあるなど多くの懸念があったところであるが、
実際に行われた選挙では、広範囲における選挙活動の困難さ、有
権者が直接候補者の政見に接する機会の減少、合区された選挙区
では投票率が過去最低を記録するなど、あらためて多くの問題点
が明らかとなった。
　都道府県制度は、歴史的・文化的にも、また政治的・社会的に
も広く国民に定着しており、都道府県単位で地方の代表を選出す
るという参議院選挙の仕組みも、広く国民に定着しているもので
ある。
　今回の合区による選挙はあくまで緊急避難措置であり、公職選
挙法の附則においては、次回の参議院選挙に向け、抜本的な見直
しをすることが規定されている。
　合区の弊害は明らかであり、地方創生にも大きく逆行するもの
である。都道府県を単位として地域の事情や声を直接国政に反映
させる現在の仕組みが広く国民の中に浸透していることを十分考
慮し、早急に合区を解消することを強く求めるものである。

　　平成 28 年 11 月 16 日

全国町村長大会
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